
立支援事業費補助金 7,672 7,672 0 7,672

差引一般財源 △22,292 9,708 0 9,708

　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成２７年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
3. 民生費 20.生活困窮者自立支援事業

1. 社会福祉費

1. 社会福祉総務費 社会福祉課

（佐倉市）　　

第１章
｢思いやりと希望にみちたまちづくり｣　～保健・福 32,270

祉の充実、子育て・子育ち環境の充実～ 平成23年度 0

臨時 補助 計画 0 0 0 基本施策１３
生活困窮者の救済を行うまちにします 平成24年度 0

平成25年度 0

施策１
生活困窮者に対する相談・支援体制を充実させ、救 平成26年度 0

済します 平成27年度 32,270

国庫支出金 その他

22,292 0 22,292 △22,292

21,485 31,193 21,485 0 9,708

生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者に対する自 生活困窮者の課題は多様で複合的であるので、その状況 生活保護に至る前段階で、生活の自立に向けた相談支援

立促進のための相談支援、就労支援等の事業及び住居確保給付金の支給 により包括的かつ継続的な相談支援等により、生活困窮者が困窮状態か 、就労支援等を通じて、生活困窮者の自立を促すことができます。

を実施します。 ら早期に脱却することを支援します。

・自立相談支援事業、住居確保給付金の支給（必須事業）

・就労準備支援事業（任意事業）

・家計相談支援事業（任意事業）

13 29,040 0 29,040

20 2,153 0 2,153

14 01 01 01 06 00 生活困窮者自立支援事業費負担金 14,620 13,813 0 13,813

14 02 02 01 04 00 生活困窮者自


